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「震災→調査→研究→技術基準化」のスパイラルアップ

2

1923年関東地震（Mj = 7.9）

1926年
道路構造に
関する細則案
（内務省）

世界初の橋
の耐震基準

地震荷重ハ橋梁ノ所在地方
ニ於ける最強地震力ニ依り
橋梁ノ各部ニ最大応力ヲ生
スルモノヲ用フヘシ

出展：土木学会附属土木図書館
デジタルアーカイブス 基準類

豫期すべき地震力は、地方
と地質とに依りて異なり重
力の一五乃至四〇％に亘り
東京、横浜等の復旧復興に
は三〇％以上を採つて居る。

出展：土木学会附属土木図書館
デジタルアーカイブス
戦前雑誌『道路の改良』

物部長穂博士

（当時、内務省
土木試験所長）

道路橋の耐震設計技術の原点
出展：創立100周年記念パンフレット

「土木研究所のあゆみ」



「震災→調査→研究→技術基準化」のスパイラルアップ
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1923年関東地震（Mj = 7.9） 1948年福井地震（Mj = 7.1）

1926年
道路構造に
関する細則案
（内務省）

1939年
鋼道路橋設計
示方書案

1964年
鋼道路橋設計
示方書

1956年
鋼道路橋設計
示方書

1964年新潟地震（Mj = 7.5）

1971年
道路橋耐震
設計指針

1978年宮城県沖地震（Mj = 7.4） 1980年
道路橋示方書
Ｖ耐震設計編

・液状化判定法
・液状化する地盤の橋
に対する耐震設計

・落橋防止対策

・RC構造の配筋細目
・変形性能の照査
・落橋防止対策の強化

1990年
道路橋示方書
Ｖ耐震設計編

・関東地震における東京での推定
地震動を設計地震動として規定

・RC橋脚に対する地震時保有水平
耐力法の導入

世界初の橋
の耐震基準

耐震設計の創生期

耐震設計の成長期

・震度法による耐震
設計のスタート

・構造物と地盤に
対する強震計配
置計画(1960年)

(建設省土研策定)

新潟地震での
被害解明に強
震記録が貢献

・強震観測と記録
蓄積体制の強化

・設計地震動の工学
的な設定の研究



「震災→調査→研究→技術基準化」のスパイラルアップ
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＜大改定となった「復旧仕様」を発災から41日で策定＞

１．地震時保有水平耐力法による橋の耐震設計法
・レベル２地震動
・橋の非線形応答の評価（動的解析）
・RC橋脚の耐力、塑性変形性能に基づく耐震設計
・鋼製橋脚の耐力、塑性変形性能に基づく耐震設計

２．免震橋の設計技術

３．基礎の地震時保有水平耐力による設計

４．落橋防止対策技術
・けたかかり長
・落橋防止構造

５．液状化判定と橋への影響評価

現実に生じ得る大規模な地震に対する耐震設計法のビジョンを
持ち、地震時保有水平耐力法や免震設計等の研究に着手して
知見を蓄積していたことが、早期の復旧仕様策定を可能にした。

※復旧にあたっての明確化された耐震設計の基本方針：

「兵庫県南部地震に余裕をもって耐えられる構造とする。」

全24ページ

どういう状況
に対して

どのような
安全水準で

どういう
状態とする

耐震設計の発展期へ

内陸直下型地震の本当の脅威が
わかった1995年兵庫県南部地震



耐震設計基準の改定に整合した既設橋の耐震補強法も策定
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1995年兵庫県南部地震 2011年東北地方太平洋沖地震

耐震補強設計法の研究開発

大型実験により耐震設計法、耐震補強法を検証

1982年浦河沖地震

未補強の橋では過去の地震と同様の損傷

未
補
強
の
橋

補強済み橋では損傷はなし
もしくは限定的な損傷

耐震
補強

震災経験

設計地震動の見直し
じん性の向上

技

術

基

準

の

改

定

東北地方太平洋沖地震で試された耐震補強効果



地震後の交通機能確保に貢献した耐震補強された道路ネットワーク
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地震後の道路の交通機能の回復状況

交通機能が短期に回復できた理由

国土交通省東北地方整
備局発表資料より引用

3月12日18：00時点
の道路啓開状況

 地震発生翌日までに東北道、国道4号から

太平洋沿岸主要都市へのアクセスルートを
11ルートを確保

 地震発生4日後までに同15ルートを確保

 橋梁の耐震補強対策により、落橋等の致命
的な被害が生じなかったこと

 「くしの歯作戦」により、16ルートの道路啓開
に集中したこと

 災害協力協定に基づき地元建設業等の協
力が得られたこと



国内外で「想定を超える」状況が続発している地震災害
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撮影：株式会社パスコ/国際航業株式会社
（写真提供：株式会社パスコ）



真の姿が見えない「地震の影響」との戦い
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技術者の４つの「想定外」の克服 真の国土強靱化

歌津大橋（2011年東北地方太平洋沖地震で発生

した津波の影響による上部構造の流出）

阿蘇大橋（2016年熊本地震で発生した

斜面崩壊の影響による崩壊）

• 想定できなかった「想定外」

• 考えなかった「想定外」

• あきらめの「想定外」

• 見過ごしの「想定外」



被災メカニズムの分析を通じて解決に向けたヒントを見つける
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○地震の影響による被災メカニズムを分類化していく中で、同じ機能損失に至った被災で
あっても機能挽回が早期に可能な壊れ方の方がベターだと着想

○リスクに対して守るべき部材と破壊させる部材を明確化し、想定外の作用に対して設計
者が意図した想定どおりの壊し方となることを目指せないか

津波の影響に対する橋の破壊形態 （2011年東北地方太平洋沖地震）

地盤変状の影響に対する橋の破壊形態

（2016年熊本地震）



地すべり、柱状節理、活断層という不確実な大敵への新しい構造戦略
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～技術の総合力による阿蘇大橋地区のビルドバックベター（2016年熊本地震）～

2016年5月1日撮影

阿蘇長陽大橋

阿蘇大橋

立野橋

南阿蘇橋

戸下大橋



地すべり、柱状節理、活断層という不確実な大敵への新しい構造戦略
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～技術の総合力による阿蘇大橋地区のビルドバックベター（2016年熊本地震）～

技術情報
はこちら

復旧にあたっての耐震設計の基本方針：

「斜面変状及び断層変位が橋に及ぼす影響を最小化できるよう
に、橋の架設位置や構造形式に配慮して構造計画等を行う。」

〇「想定外の損傷」から「想定通りの損傷」への構造戦略を立案

〇落橋に至りにくく、機能挽回がしやすい損傷シナリオに誘導



被災情報把握のためのアナログ技術とデジタル技術のコーディネート
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中空橋脚内面側の調査迅速化のための配慮近接目視による高橋脚の調査迅速化のための配慮

阿蘇長陽大橋の高橋脚の被災調査

先施工のインサート
（詰め栓をした状態）

中空橋脚の柱頭部に点検孔を設置 高さ情報を中空内面に表示

初
動
調
査

詳
細
調
査



国総研が果たしてきたこと、果たすべきことは
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地震などの災害対応において国総研が果たすべき役割と基本姿勢
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①被災情報の分析

②要請に基づく技術支援への対応

③復旧に関する支援活動

・緊急活動のための道路構造物の応急復旧への支援 （被害把握～応急復旧）

・一般供用に向けた道路構造物の本復旧への支援 （応急復旧～本格復旧）

④技術政策の提案のための活動

・技術基準類の見直し、新規技術政策立案のための調査

・既往の技術政策(耐震補強等の防災減災施策等)のレビューのための調査

⑤記録を残す

 組織の総合力と蓄積された経験、データを最大限に活用する

 研究部職員それぞれの技術力研鑽と経験値を高める機会と捉える

 ４つの目線をもつ 「先を見る、別の目で見る、上下を見る、横を見る」



ユーザーへの「サービス」を指向した
道路ネットワークの整備・管理に向けて

道路構造物研究部長

星隈 順一

２０２３年１２月１４日
令和５年度 国総研講演会
パネルディスカッションⅠ：インフラの強靱化



ユーザーへの「サービス」を指向した道路の整備・管理
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地震後の道路の交通機能の回復状況

交通機能が短期に回復できた理由

国土交通省東北地方整
備局発表資料より引用

3月12日18：00時点
の道路啓開状況

 地震発生翌日までに東北道、国道4号から太平
洋沿岸主要都市へのアクセスルートを11ルート
を確保

 地震発生4日後までに同15ルートを確保

 橋梁の耐震補強対策により、落橋等の致命的な
被害が生じなかったこと

 「くしの歯作戦」により、16ルートの道路啓開に集
中したこと

 災害協力協定に基づき地元建設業等の協力が
得られたこと

例：平成23年東北地方太平洋沖地震後の道路ネットワークのサービス



ユーザーへの「サービス」を指向した道路の整備・管理
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• 道路利用者へのサービスを念頭に、災害、物流、老朽化に関してネットワークと
して確保すべき性能水準・機能確保水準の目標を明確化

• データに基づいた整備（改築、修繕）への進化

例：令和元年東日本台風後の道路ネットワークのサービス



ユーザーへの「サービス」を指向した道路の整備・管理
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• ネットワークを構成している道路は様々な道路構造物から成り立っており、その
整備水準や管理水準が調和していることが必要



道路ネットワークとしてのサービス水準を明示した施策

19
出典：令和6年度道路関係予算概算要求概要，令和5年8月



道路構造物の技術基準の体系（道路橋を例に）
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○道路法

○道路構造令

○
道
示

○道路構造令施行規則

・性能の水準
（作用の信頼性水準
・抵抗の信頼性水準）

・性能の水準のオプション

技
術
基
準

【第２９条 道路の構造の原則】
・ 状況に対して安全，安全かつ円滑な交通

【第３５条 橋,高架の道路等】
・ 鋼構造，コンクリート構造，これに準じる構造

・ 常に橋にあるとする自動車の重量245kN

【第５条】
・ 荷重と荷重組み合わせに対して十分安全

【道路橋示方書Ⅰ共通編
1.8設計の基本方針】

・橋の耐荷性能、耐久性能、その他使用目的との適合性
の観点から橋の性能を設定し満足すること

技
術
基
準
類

○便覧

【道路橋示方書Ⅰ共通編1.4橋の重要度】
・実現するべき橋の性能は、物流等の社会・経済活動上の位
置付けや防災計画上の位置付け等の道路ネットワークにお
ける路線の位置付けや代替性を考慮

・耐震設計上はＡ種Ｂ種に区分・性能の達成方法の標準解



道路構造物研究部における重点的な研究の取組み
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性能規定の深化
ための研究

既設構造物の性能の
診断のための研究

道路の性能評価のため
の研究

整備（改築、修繕）において、所要の性
能・信頼性を達成するための技術基準
の体系や枠組みの提案

 各種基準の見直しの必要性が
把握できるデータストラクチャ

 性能・サービス水準の評価指標
 ライフサイクルコストの評価法

 リスクの低減コスト
• 構造リスク
• 災害リスク

 保全コスト

整合 整合

 定期点検
 耐災害性の評価

「サービス」を指向した道路の整備・管理

• ネットワークとしての対応

• 道路構造物間で調和した性能を実現

• 予防保全、耐震補強、強靭化などの技術施策



既設道路構造物に対するマネジメントサイクルの構築
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• 構造物の老朽化対策のメンテナンスサイクルだけでなく、性能向上や維持管理性の改善も進
められるマネジメントサイクルを回せるようにすることにより、道路ネットワークの信頼性
を向上

xROAD

メンテナンスサイクル

点 検

記 録

診 断

措 置

個々の構造物毎の定期点検

メンテナンス年報
・診断結果
・措置状況
・マネジメント状況

防災点検

点 検

記 録

評 価

対 策

個々の構造物の
点検・診断、記録

道路全体の計画

個々の構造物の維持・回復、
改良、維持管理性の向上

個々の構造物の短期・
中期の措置方針の決定

マネジメントサイクルのイメージ

個々の構造物の新設・更新

LCCなど

老朽化による機能不全や災害によ
る被災が道路の機能に与える影響

の評価（道路のリスク評価）

道路に求められる性能
・重要物流道路、緊急輸送道路

などの位置づけ
・ネットワーク機能など

xROAD

道路の状態

道路がおか
れる状況

実現の
確実性

道路の性能評価

技術基準の整備

・耐荷性能（平時・地震時など）
・耐久性能

・その他性能

撤去



道路構造物の整備・管理に関する技術基準類
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橋 梁

トンネル

擁壁、斜面安定工
軟弱地盤対策工

シェッド、
大型ｶﾙﾊﾞｰﾄ

舗 装

道路附属物

道路ﾄﾝﾈﾙ技術基準（H1）
道路ﾄﾝﾈﾙ非常用施設設置基準

（H31）

道路土工構造物技術基準（H27）

・道路土工便覧

道路標識設置基準（H27）
門型標識等定期点検要領(H31)
横断歩道橋定期点検要領(H31)
小規模附属物点検要領(H29)

道路土工構造物点検要領
（H29）（直轄版R5.3）

シェッド，大型カルバート等
定期点検要領（H31）

道路ﾄﾝﾈﾙ定期点検要領
（H31）

技術基準は未策定

・道路トンネル維持管理便覧

技術基準は未策定

技術基準は未策定

技術基準は未策定

・アスファルト舗装の詳細調査・修繕
設計便覧

技術基準は未策定

舗装点検要領
（H28）

舗装の構造に関する技術基準（H13）

・舗装設計施工指針
・舗装再生便覧 等

新設・改築 定期点検 修繕（補修補強）

橋・高架の道路等の技術基準（H29）
道路橋定期点検要領

（H31）

技術基準は未策定

・道路橋補修補強便覧（S54）
・道路橋支承便覧（H30）
・鋼橋，Co橋，杭基礎の設計・施工便覧（R2）
・ケーブル便覧，耐風設計便覧等等

道路リスク

アセスメント
要領（R4)

道路リスク

アセスメント
要領（R4)

リスク評価



道路リスクアセスメント要領（案）
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【道路リスクアセス要領（案）】

〇災害に強い道路ネットワークを効率的・効果的に整備していくため、道路構造物の耐災害
性能に着目して、道路ネットワークのリスク評価を実施する手法として、「道路リスクアセス
メント要領（案）」を策定

⇒   異なる構造物間・異なる路線間を同じ方法により耐災害性能を評価し、道路の性能を満足させる

ための対応を実施

⇒ 道路に求められる耐災害性能について、道路構造物の設計基準類に基づいた性能と関連付けて

評価

⇒ 道路構造物に着目した対応から道路ネットワークに着目した対応に転換



リスク評価の概要
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多様なデータから道路の災害対応の
初動実務に活用できる情報の創出

道路構造物研究部長

星隈 順一

２０２３年１２月１４日
令和５年度 国総研講演会
パネルディスカッションⅠ：インフラの強靱化



アナログからデジタルへ進化した強振観測データ群を活用
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低

高

被
害
情
報
の
確
度 震度

SNSの情報

CCTV映像

道路パトロール

スペクトル分析情報

地震発生

• 2000年以降から強震観測のデジタル化・ネットワーク化が急速に進み、地震後に即時に
収集や分析が可能な情報に

• 地震発生直後の被災情報の空白時に、被害地域の把握や構造物被害の規模感を把握する
ための支援情報としての活用に着想

地震観測開始時の強震計（1950年頃～）

気象庁の発表する震
度情報は構造物被害
の規模感と必ずしも
一致しない場合あり

小型化、記録のデジタル化が
進んだ現在の強震計



国総研に蓄積された知見により「被害発生ライン」を設定

28

• 地震動の姿の見える化として「スペクトル」に着目

• 国総研に蓄積されている既往の地震動のスペクトルと構造物の被災情報の関係分析に基
づき、構造物被害の規模感を判別するための「被害発生ライン」を設定

10
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0.1 1

構造物への被害が限定的な
地震の加速度応答スペクトル

構造物への被害が大きい
地震の加速度応答スペクトル

0.9秒 2.0秒0.9秒 2.0秒

構造物の被害
発生ライン

構造物の被害
発生ライン



様々なデータを駆使して道路管理者が求める情報を提供

29

• 地震情報、加速度応答スペクトルの観測データは気象庁･防災科研･気象協会から自動受信

• 観測された地震動の加速度応答スペクトルと「被害発生ライン」の比較から、構造物被害
発生の可能性やその程度を評価し、４段階の所見を付して国土交通省内の災害対策関係者
等に地震発生から8分で自動配信するシステムを構築

情報源：防災科研(2022年04月19日 08時20分送信) 気象庁(2022年04月19日 08時21分送信)

地震発生

１）気象協会
・発生地震情報

２）強震観測網K-NET
（約1,000地点）

・K-NET観測点情報

３）気象庁直轄観測点
（約700地点）
・気象庁観測点加速度

応答スペクトル

スペクトル分析情報
配信システム



事前通行規制の開始前に生じた大雨による道路の被災

30

Ｎ

国交省杉津

国交省大良

1km

国道8号（福井県南越町の事前通行規制区間）＜令和4年8月5日＞



大良観測所における時間雨量の観測値と連続雨量の推移
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レーダ雨量計の観測データで見た被災箇所周辺の降雨状況

32

国交省杉津

1km

国交省大良



点としての観測データだけでなく面としての観測データも活用

33http://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/uryou/uryou.pdf

国土交通省が運用する「高性能レーダ雨量
計ネットワーク(XRAIN)」に着想

・河川の洪水予測の入力情報として活用中
・土砂災害の警戒情報の提供に活用中

事前通行規制等の道路管理への活用は？



レーダ雨量計により時間雨量を適用した場合の連続雨量の推移
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